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１ 概要 

総則 

重要伝統的建造物群保存地区である今井町の情報発信を行うと共に、市の魅力ある観光資

源に関する情報を広く発信し、市の観光振興及び地域の活性化に寄与するために、既存の資

料館としての機能を活かしつつ、新たな視点での観光振興を行ってください。また、市内観光の

結節点である今井町を活かし、来訪者の更なる周遊促進を行ってください。 

本仕様書は、今井まちなみ交流センター及び今井まちなみ広場（以下、今井まちなみ交流セ

ンター等とする。）の指定管理者が行う業務に関して定めるものであり、指定管理者は内容を十

分把握し、橿原市及び市の担当課である観光政策課（以下「市」という。）との間において、密接

な協議を行い、誠実に業務を遂行してください。なお、本仕様書は今井まちなみ交流センター等

指定管理業務の基本内容を示すものですから、軽微な部分は本書に記載のない事項であって

も、市が管理上必要と認めた作業については、指定管理料の範囲内で実施してください。また、

本仕様書に記載されていない事項は建築保全業務共通仕様書をもとに双方の協議により決定

します。 

 

（１） 業務名 

今井まちなみ交流センター等指定管理業務 

（２） 業務場所 

橿原市今井町内（今井まちなみ交流センター等） 

（３） 履行期間 

令和 4年 4月 1日から令和 7年 3月 31 日まで （3 年間） 

 

２ 対象施設の基本事項 

名  称 ： 今井まちなみ交流センター  

所 在 地 ： 奈良県橿原市今井町 2丁目 3番 5号 

敷 地 面 積 ： 2161.31 ㎡ 

建 築 面 積 ： 331.02 ㎡ 

延 床 面 積 ： 489.91 ㎡ 

主 要 構 造 ： 木造 

階 層 ： 地上 2階 

 

名  称 ： 今井まちなみ広場 

所 在 地 ： 奈良県橿原市今井町 2丁目 82番地 1 

敷 地 面 積 ： 1981.99 ㎡ （駐車場含む） 
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２．指定管理者管理面積 

今井まちなみ交流センター 

１
階 

展示室（北） 76.96 ㎡ 

展示室（南） 38.85 ㎡ 

執務室１ 19.32 ㎡ 

執務室２ 11.79 ㎡ 

展示室（中央） 19.32 ㎡ 

給湯室 5.50 ㎡ 

倉庫 11.33 ㎡ 

控室 5.53 ㎡ 

会議室 18.66 ㎡ 

男子トイレ 7.99 ㎡ 

女子トイレ 7.99 ㎡ 

上記に付属するもの 102.59 ㎡ 

２
階 

講堂 92.37 ㎡ 

講師控室 11.33 ㎡ 

倉庫 11.33 ㎡ 

上記に付属するもの 19.98 ㎡ 

屋
外
ト
イ
レ 

男子トイレ 9.89 ㎡ 

女子トイレ 13.30 ㎡ 

多目的トイレ 3.62 ㎡ 

上記に付属するもの 2.26 ㎡ 

 

今井まちなみ広場 

今井まちなみ広場 752.45 ㎡ 

駐車場 1229.54 ㎡ 

 

※指定管理対象区域については「別紙 1 施設図面」も併せて参照してください。 
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３．施設に係る各種手数料等 

   （１）今井まちなみ交流センター「華甍」 

    入館料：無料 

施設使用料：下表の通り 

 9:00～12:00 12:00～17:00 17:00～21:00 
超過料金 

(1 時間につき) 

講堂 3,350 円 5,230 円 6,600 円 1,350 円 

会議室 1,350 円 1,980 円 2,610 円 620 円 

 

   （２）今井まちなみ交流広場 

     駐車料金：以下の通り 

      大型自動車 1 日 1 回につき 2,610 円 

      中型自動車 1 日 1 回につき 1,560 円 

      普通自動車 1 日 1 回につき 1 時間まで             200 円 

                         1 時間を越え 1時間 30分まで 300 円 

                         1 時間 30 分を越え 2時間まで 410 円 

                         2 時間以上              520 円 

        なお、入場から出場まで 30 分以下の場合は無料 

車両の種類は、道路交通法施行規則（昭和 35 年総理府令第 60号）第 2 条の表に規定

する大型自動車（乗車定員が 30人以上のものに限る。）、中型自動車（乗車定員が 11人

以上 29 人以下のものに限る。）及び普通自動車とします。 

 

４．開館時間と休館日 

(１) 実施日 

本業務を実施する日は、次に該当する日を除く日とします。 

・年末年始（12 月 29 日～1月 3日） 

※橿原市まちなみ交流センターの管理運営に関する規則に規定する日 

ただし、建物内の各保守点検及び、建物管理上必要と認められるときは、十分な事前告知

を行った上、臨時休館とすることができます。なお、休館日の変更を臨時に行う場合は、事

前に市と協議のうえ、承認を得てください。 

 

（２） 開館時間 

9：00 から 17：00  最終入館は 16：30 

ただし、市からの要請もしくは自らの判断により業務時間外に臨時に業務を行う必要が

ある場合には、これに対応するものとします。また、臨時に業務を行う場合は、市と予め協

議を行うこととします。また、今井まちなみ交流センター「華甍」について、夜間の貸室利用 
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(午後 5 時～午後 9 時)がある場合はこれに対応してください。なお、今井まちなみ広場駐

車場については終日開場するものとします。 

 

３ 指定管理者の業務の範囲 

今井まちなみ交流センター等の指定管理に係る業務は、今井まちなみ交流センター等の施

設維持管理運営及び経営管理とします。 

 

３－１ 今井まちなみ交流センター等の運営 

指定管理者は、施設の設置目的に従って効率的かつ効果的な運営を図るものとし、市の承

認なしに条例規則等の趣旨に沿った目的以外に施設を使用してはいけません。 

 

１．運営に関する事項 

下記の事項を実施してください。 

（１） 観光案内業務及び館内案内の業務に関すること。 

（２） 観光振興業務に関すること。 

（３） 施設の利用に関すること。 

（４） 施設の広報に関すること。 

（５） その他施設の運営に関すること。 

 

２．運営業務の内容 

（１） 観光案内業務及び館内案内業務 

１ 観光案内業務に関すること 

 次に掲げる業務を行ってください。 

   来館者数等の記録に関すること。 

   来館者対応（館内案内を含む。）に関すること。 

   観光パンフレット等の配架に関すること。 

   電話、文書等による問い合わせに対応すること。 

   その他入館者への対応を行うこと。 

（２） 観光振興業務 

１ 観光施設としての利活用に関すること 

       県指定文化財である今井まちなみ交流センターを活用して、資料館としてのみならず、

観光施設としても来訪者の満足度を向上させる取組を行ってください。 

（３） 施設の利用 

      １ 施設利用者への指示に関すること 
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    快適に本施設を利用できるよう、入館者または入館しようとする者に対する行為の

許可、入館の制限等について、必要な手続き及び指示を行ってください。使用許可

の基準及び遵守事項は、「橿原市まちなみ交流センター条例」及び関係規則等の規

定によります。 

２ 貸室業務に関すること 

貸室の予約管理、貸室利用申請・許可業務、使用料の料金徴収・収納等貸室の業

務を適切に行ってください。また、使用料の未収があった場合は直ちに市へ報告を

行ってください。 

３ 資料貸出に関すること 

   今井まちなみセンター所蔵の資料の閲覧希望があった場合、適切に対応を行ってく

ださい。併せて資料貸出申請・許可業務も適切に行ってください。 

      ４ 撮影管理業務に関すること 

        当該施設の撮影等の希望があった場合、希望者への対応及び申請・許可業務を行

ってください。 

５ 駐車場管理業務に関すること 

     今井まちなみ広場の駐車場の予約管理及び出入庫対応を行ってください。また、今

井まちなみ広場の駐車場の駐車券回収及び集計、報告、つり銭管理を行ってくださ

い。徴収した使用料は遅滞なく収納してください。 

（４） 施設の広報 

    １ 広報に関すること 

        各種媒体を利用して当該施設の PR及び情報提供を随時行ってください。 

    

３．自主事業 

指定管理者は本施設の設置目的に適う範囲において、自主事業を行うことが可能です。

ただし、当該事業に係る費用は、すべて指定管理者の負担とします。また自主事業を行う場

合、指定管理者は予めその内容を市に通知し、協議のうえ市の承認を得てください。 

 

４．目的外使用許可 

１ 許可の申請 

指定管理者又は第三者が今井まちなみ交流センター等で店舗などを設置する場合には、

市長に対し目的外使用申請書を提出し、許可を受けてください。ただし、自主事業に該当す

る場合については、目的外使用申請は不要です。 

２ 許可事務 

目的外使用許可に関する事務は、市が行うので指定管理業務には含まれません。 

３ 収入の帰属 

目的外使用許可に関する使用料は、市の収入とします。 
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３－２ 施設等の維持管理   

指定管理者は、施設の設置目的及び業務の趣旨を十分理解し、施設、設備及び備品を注意

義務をもって管理してください。 

 

１．維持管理業務の基準 

施設の維持管理業務の履行にあたっては、各設備等の安全及び建物内外の安全並びに衛

生的環境維持のために定められた関係法令によるほか、市の指示に従って処理してください。

なお保守管理の範囲は、敷地内及び施設の全てとします。 

 

２．維持管理に関する事項 

下記の事項及び修繕業務を実施してください。 

（１） 設備の管理に関すること。 

（２） 備品の管理に関すること。 

（３） 清掃に関すること。 

（４） 警備に関すること。 

（５） 防災に関すること。 

（６） 特殊建築物等定期点検に関すること。 

（７） 植栽の管理に関すること。 

 

３．維持管理業務の内容 

（１） 設備の管理 

本施設の各設備について、点検等を適切に実施し、安全かつ正常に機能するよう保守管

理を行ってください。本施設の設備については「別紙 2 設備一覧」を参照してください。 

１ 電気設備 

電気設備は、電気事業法による自家用電気工作物の維持及び運用についての保安規

定、電気通信事業法、労働安全衛生規則等を遵守して、適正にその点検及び保守を行っ

てください。 

２ 雷保護設備 

雷保護設備は、建築基準法に関する法律の定めるところにより設置を義務づけられて

いる設備について適正に点検を行うものとします。 

３ 空調設備 

空調設備各機器の必要とする性能又は機能の維持に努め、常に安全かつ正常な状態

に維持してください。 

４ 給排水衛生設備 

建築物における衛生的環境の確保に関する法律に基づく給水・排水設備及び衛生具設
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備等の管理点検、清掃を行うものとします。 

５ 消防用設備 

「消防法」、「同法施行令」、「同法施行規則」及びこれに基づく告示等に定めるところに

より、適正に保守点検を行うものとします。また、「消防用設備等の点検の基準及び消防

用設備等点検結果報告書に添付する点検票の様式」及び「消防法施行規則の規定に基

づき消防用設備等の種類及び点検内容に応じて行う点検の期間、点検の結果についての

様式」に定めるところにより適正に保守点検を行い、必要に応じて修繕その他の措置を講

じるものとします。 

６ 特殊設備 

各対象特殊設備の必要とする性能又は機能の維持に努め、常に安全かつ正常な状態

に維持してください。 

（２） 備品の管理 

今井まちなみ交流センター等の既存備品について指定管理期間中は無償貸与します。

『別紙 3 備品リスト』を参照し指定管理期間の開始前に双方立ち合いのもと、貸与備品の確

認を行います。指定管理者は、施設の利用に支障をきたさないよう、今井まちなみ交流セン

ター等の備品の管理を行うとともに、不具合が生じた備品については、市と協議のうえ更新

を行うこととします。原則として、既存の備品の更新費用及び市が必要と認めた備品購入に

ついては、市が経費を負担します。ただし、指定管理者の都合による備品購入については、

指定管理者が経費を負担することとします。なお、物品の整理区分は、橿原市会計規則第

54 条の規定に基づきます。 

指定管理者は、備品等管理簿を備え、市の所有物と指定管理者の所有物とを明確に区

別するとともに、年に 1 回以上の点検確認を行い、その保管する備品を管理しなければなら

ないものとします。 

（３） 清掃 

 労働安全衛生法等の関係法規を厳守し、建材の保全及び清潔で且つ美観の維持を目的と

して、適正人員を配置し、清掃業務を遂行してください。また入館の妨げとならないよう、作業

の時間帯を配慮してください。 

清掃作業については、床面の掃き拭きや、扉の拭き掃除、紙屑の処理など日単位等短い

周期で定期的に実施する日常清掃業務と、ガラス清掃等の月又は年単位で実施する定期清

掃作業を年間計画作成の上、実施するものとします。また、消耗品については常に補充され

た状態を維持するものとします。 

（４） 警備 

施設内の保安及び火災、盗難、不法行為の予防及び発見、損害拡大の防止並びに不測

の事故に対する応急、臨機の処置、報告及び連絡等を行うことを目的とし、実施してください。

なお、開館時間外については機械警備により安全管理を保ってください。 
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（５） 防災 

利用者の生命､身体及び財産の安全を確保するために､防火管理者の資格を有する者を

配置し､消火､通報､避難誘導を行い､非常事態に対応できる体制を整えてください｡また､火気

取締責任者を定めて火災予防に努めるとともに､消防計画を作成し所轄の消防署に届け出

ること､加えて､消防計画に基づく全館を対象とした消防訓練を年 2回実施してください｡ 

また､消防法第 17 条の 3 の 3 及びこれに基づく政令等を遵守し､消防設備等について､消

防設備点検資格者により､必要な点検及び報告書の作成を行い報告してください｡また､消防

用設点検を 6 ヶ月に 1 回､総合点検を年 1 回､特定防火対象物の点検を年 1 回実施してくだ

さい｡ 

（６） 特殊建築物等定期点検 

1 年に 1回､建築基準法(昭和 25年 5 月 24 日 法律第 201 号)第 12 条に規定する定期点

検を実施し､その調査結果を市に報告してください｡ 

（７） 植栽の管理 

   今井まちなみ交流センター及び今井まちなみ広場(駐車場含む)敷地内の植栽について美

観維持を目的として除草作業等を随時行ってください。また、年に一度敷地内の樹木につい

て大規模剪定及び防虫害防除作業を行ってください。 

 

４．修繕業務 

（１） 業務範囲 

指定管理者は、本施設の維持管理に必要な修繕について実施することとします。ここでい

う「修繕」とは、本施設の経常的な維持管理に必要な建築物の床面・壁面・天井、建築物・そ

の他付属物、電気設備・機械設備・給排水設備・空調設備・消防設備、放送設備、その他の

設備に係る全ての修繕を指します。 

大規模修繕(建築基準法第 2条第 1項第 14 号及び第 15 号の規定に基づく工事、耐震補

強工事、設備、配線、配管等の全面的な更新並びに設備単位で行う全面的な更新等、本施

設の根幹に係る修繕)や法令などにより施設設置者に施工義務が課された工事は市が実施

することとし、修繕には含みません。また、文化財保護に係る修繕についても市が実施します。 

指定管理者は修繕業務に際し、計画、起工、積算、施工監理等を適正に実施することとし

ます。なお、指定管理者が修繕を行う場合は事前に市と協議を行うこととします。 

・ 修繕業務の区分 

市及び指定管理者の実施する修繕業務の区分は、原則として下記によるものとします。 

区分 実施者 費用負担 帰属 

経常的な維持管理及び 

軽微な修繕 
指定管理者 指定管理者 市 

自主事業に伴うもの 指定管理者 指定管理者 協議 
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大規模修繕 市 市 市 

文化財保護に係る修繕 市 市 市 

 

（２） 業務報告 

指定管理者は、各年度終了後速やかに当該年度の修繕の実績を明らかにした報告書を

市に提出してください。 

（３） その他 

指定管理者が市の所有物を修繕した場合、その修繕方法及び修繕費用に係らず、所有権

は市に継続して帰属します。ただし自主事業に伴う修繕の場合は、各年度の開始前に修繕

内容を記載した計画書を市に提出し、市と指定管理者で協議の上決定するものとします。 

 

３－３ 経営管理 

経営管理に関する事務は､帳簿､会計証拠書類を備え正確､適正に処理してください｡施設の

会計年度は毎年 4月 1日から翌年の 3 月 31 日までとします｡経営管理関係書類は､会計年度

終了後 5年間保管してください｡ 

現金及び預貯金等は､紛失及び不正行為が起きないように適切に保管し､管理に細心の注

意を払ってください｡ 

 

１．事業計画 

指定管理者は、募集要項等及び指定管理者の指定の申請に際して提案した内容を元に、次

に掲げる事項について「事業計画書」（任意様式）を、当該事業年度の開始 10 日前までに本市

へ提出し、その承認を得てください。初年度以降については、「事業計画書」の提出に先立ち、

「次年度事業計画書案」（任意様式）を、原則として毎年度9月末日までに市へ提出することとし

ます。 

・ 利用見込み及び今井まちなみ交流センター等運営事業の実施予定 

・ 管理運営の収支見込 

・ 維持管理計画(修繕計画を含む) 

・ 人員体制及び配置計画 

・ その他本市が必要と認める事項 

また、市は適宜、本施設の管理運営の水準を維持するための説明を求め、必要に応じ事業

計画書の改訂を求めることができるものとします。 

 

２．事業報告 

指定管理者は、次に掲げる事項について月次及び年次の「事業報告書」を作成し、市が指定
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した期限までに市に提出してください。なお、会計状況等については、適宜市の監査委員によ

る監査を実施します。 

１ 月次事業報告書 

・ 運営及び管理業務の実施状況及び利用状況（都道府県別入館者数報告書、バス等

駐車台数等報告書、来訪月別外国人等実績報告書等） 

・ 運営及び管理業務に係る経費の収支状況（本施設に係るもの） 

２ 年次事業報告書 

・ 運営及び管理業務の実施結果及び利用実績 

・ 運営及び管理業務に係る経費の収支決算報告（本施設に係るもの） 

・ 管理運営に係る自己事業評価 

 ・ その他運営及び管理の実態を把握するために必要な事項 

 

３．その他報告事項 

下記の事項が発生した場合は遅延なく市に報告してください。 

・ 施設の一部又は全部の使用を中止する必要が生じたとき。 

・ 施設において事件・事故が生じたとき。 

・ 施設又は施設にかかる物品が滅失又は毀損したとき。 

・ 施設の運営及び管理に関し、争訴が提起されたとき又は提起されるおそれがあるとき。 

・ 指定管理者の定款もしくは寄附行為等に変更があったとき。 

・ 指定管理者と金融機関との取引が停止となったとき。 

・ 指定管理者が施設の管理業務に関して有する債権に差押さえ（仮差押を含む。）がなさ

れたとき。 

・ 橿原市公の施設における指定管理者の指定手続等に関する条例第 3 条に基づいて提

出した事業計画書その他の重要な部分に変更があったとき。 

・ その他業務上、不測の事態が生じたとき。 

 

４．年度協定 

指定管理者は、基本協定及び次年度の事業計画等に基づき、市と次年度の各年度協定を

締結するものとします。各年度協定の協議内容、協議期間及び協定締結日等は、基本協定も

しくは市との協議のうえ、決定するものとします。なお、各年度の協定項目は以下のとおりとしま

す。 

・ 経理に関する事項(指定管理料等) 

・ その他業務実施上、必要とされる項目等 

 

５．各種規定・マニュアル 

指定管理者は、本施設の管理運営を行う上で必要となるマニュアル等を作成してください。ま
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た、作成に当たっては、内容について市と協議を行うこととします。 

 

６．事業評価 

指定管理者は、利用者等の意見や要望を把握し、運営へ反映させるように努めるとともに、

管理運営に対する自己評価を実施し、その結果について市に報告してください。市は事業報告

書、事業評価等の結果を考慮したうえで、指定管理者の業務が管理運営の基準を満たしてい

ないと判断した場合、是正勧告を行い、改善が見られない場合は、指定を取り消すことがありま

す。 

（１） 利用者の意見聴取 

今井まちなみ交流センターの利用者からの要望等を集約し、その結果を市に報告してくだ

さい。 

（２） 管理運営に対する自己評価 

指定管理者は本施設の管理運営に関して自己評価を行い、その結果を事業報告書にまと

め市に報告してください。また、市が必要と認めた場合は、随時指定管理者へ自己評価の実

施を指示できるものとします。 

（３） 実地調査 

市は各種報告書の確認のほか、指定管理者による管理運営の状況を確認するため、随

時施設へ立ち入ることができます。また、市は管理運営の実施状況や経費の収支状況等に

ついて、説明を求めることができ、指定管理者は市が実施するモニタリングに関し、必要なデ

ータ等の開示及び説明に協力するものとします。 

 

４ 業務履行時の人員体制など 

１．業務責任者 

指定管理者は、業務履行について業務責任者を置くこととし、その職務は下記のとおりとしま

す。なお、業務の履行にあたっては、市への連絡及び協議を密接に行うこととします。 

（１） 業務責任者 

業務責任者は、本指定管理業務全体の統括者となり全ての業務を管理します。なお、業

務責任者は責任を持って来場者対応、市との連絡調整の行うことのできる者とします。また

業務責任者は従事者の指揮、監督、教育等を行うとともに、職員の融和を図り、良好な職場

環境の保持に努めるものとします。 

 

２．人員体制 

指定管理者は、業務の適切な履行のために必要な従事者及び人員体制を配置してください。

なお、その配置にあたっては、下記の条件を満たすものとします。 

（１） 開館時間中（9 時～17 時）は、業務実施に支障のない人数の従事者を配置してください。 
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（２） 職員配置計画を作成し、整備してください。 

 

３．災害及び事故発生時の対応 

従事者は下記の事項が発生した場合、その程度に応じ臨時の措置をとるとともに、直ちに業

務責任者及び関係各機関に報告し、その指示を受けてください。 

・ 施設内において事故等が発生した場合 

・ 施設内において盗難等犯罪が発生した場合 

・ 施設内または近接地に火災が発生した場合 

・ 災害が発生、または災害の恐れがある場合 

また、業務責任者は、上記報告を受けた際には必要な事項を従事者に指示するとともに、そ

の顛末については遅滞なく市に報告し、その指示を受けてください。 

なお今井まちなみ交流センター等は、市の施設であることから、地震、風水害等の大規模な

自然災害が発生した際には、被災者支援を提供する施設として協力し、その他の事項において

も市の要請に応じることとします。 

 

５ 遵守事項等 

１．遵守事項 

運営及び管理にあたっては、下記事項を遵守してください。 

（１）公の施設であることを常に念頭において公平な運営を行ってください。 

（２）利用者の意見を運営及び管理に反映させ、利用しやすいようにサービスの向上に努め

てください。 

（３）効率的かつ効果的な運営及び管理を行い、経費の節減に努めてください。 

（４）常に善良な管理者の注意をもって管理に努めてください。 

（５）ごみの削減、省エネルギー等、環境に配慮した運営を行ってください。 

（６）近隣の住民や組織、事業者と良好な関係を維持してください。 

 

２．法令等の遵守  

本施設の管理運営にあっては、本仕様書のほか、次に掲げる法令等に基づいて行ってくださ

い。 

（１）地方自治法第２４４条第２項及び同条第３項 

（２）個人情報保護法 

（３）橿原市個人情報保護条例 

（４）橿原市個人情報保護条例施行規則  

（５）橿原市まちなみ交流センター条例 

（６）今井まちなみ交流センター管理運営に関する規則 
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（７）橿原市公の施設における指定管理者の指定手続等に関する条例 

（８）橿原市公の施設における指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則 

（９）労働基準法、その他労働関係に係る法令等 

（10）その他今井まちなみ交流センター等の管理運営に関し必要な法令等 

 

３．情報管理 

指定管理者は、「橿原市個人情報保護条例」（平成 11 年条例第 17 号）の趣旨に従い、公

の施設の管理を通じて取得した氏名、住所、生年月日、その他個人に関する情報の適正な

取り扱いの確保に努めることとします。加えて、「橿原市情報公開条例」(平成 10 年条例第 15

号)を遵守し、本施設の管理運営に当たり作成又は取得した文書のうち、公開の必要な情報

に関する開示請求に対して、適切に対応すると共に、必要な措置等を講じてください。 

 

４．業務の委託等 

指定管理者は、本事業の全部を一括して第三者に委託し、又は請け負わせることはできま

せん。ただし、今井まちなみ交流センター等の管理運営に関する一部の業務を委託する場合

は、事前に市に書面で申請し、書面による承諾を得たときはこの限りではありません。 

 

６ 管理運営経費 

指定管理料（提案上限額）   年額 6,654,000 円（税込）  3 年総額 19,962,000 円（税込） 

指定管理にかかる管理運営経費については、次に掲げる経費を含むものとします。 

（１） 光熱水費等経常的経費 

電気・水道・ガス代他、今井まちなみ交流センター等の運営上必要となる経常的経費 

（２） 電話機器に係る料金 

今井まちなみ交流センターの電話（0744－24－8719）に係る費用 

（３） AED リース代金 

今井まちなみ交流センターに設置している AED のリース費用 

   AED リース費用 29,040 円／年額（税込） 【見込み】 

（４） 修繕・工事 

施設の建物・工作物・及び物品について修理・工事が必要となった時点で、指定管理者は

市へ報告・協議を行い、リスク分担表により市あるいは指定管理者が修繕・工事を行うものと

します。 
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７ リスク分担と保険の加入 

１．リスク分担 

業務実施に係る責任分担及び経費の負担区分はリスク分担表で定められているとおりとし

ます。なお、疑義が生じた場合は、市と指定管理者両者協議のうえ、負担区分を決定するもの

とします。 

 

２．保険の加入 

施設の欠陥による場合以外においては、市では損害賠償しないので、指定管理者において

保険に加入する等の措置を講じてください。 

 

８ 建物の仕様・用途の変更について 

１．仕様・用途の変更手続き 

指定管理者は、今井まちなみ交流センターの建物の仕様及び用途を変更しようとする場合

はあらかじめ市の承認を得るものとします。 

 

２．建物、設備の変更に伴う費用負担 

運営内容及び運営方法を実現するために、内装の模様替えや新たな什器・備品の調達など

を実施する場合、それに係る費用は、指定管理者の負担とします。また内装改装等現状を変更

した箇所及び設備した什器等については、原則、原状に復するものとします。ただし、市が承認

した場合はその限りではありません。 

 

９ 管理が困難になった場合の措置  

指定管理者の責めに帰すべき事由により、適切な施設の管理が困難となったと認められる

場合、又は指定管理者の財政状況が著しく悪化し、施設の管理が困難と認められる場合、市

は指定管理者の指定を取り消すことができます。 

不可抗力、その他、指定管理者の責めに帰すことができない事由により、施設の管理が困

難となった場合、市と指定管理者は管理の継続の可否について協議を行うものとします。なお、

協議の結果、当該指定管理者による施設の管理が困難と市が判断した場合は、市は指定管理

者の指定を取り消すことができるものとします。 

 

１０ その他 

１．市及び関係機関との連絡調整 
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指定管理者は、指定管理業務に関係する会議を市が開催する場合には、その会議に出席

するなど協力するものとします。また適宜、連絡調整会議を開催するなどにより、関係機関と

の連絡調整を図ってください。また、指定管理者は、市及び関係団体が行う事業・照会に対し

市の要請に基づき協力するものとします。 

 

２．引継ぎに関する事項 

指定管理者は、指定期間が終了するとき、又は指定が取り消されたときは、次期指定管理者

が円滑かつ支障なく、本施設の管理運営を遂行できるよう、必要な引継ぎを行うこととします。

この場合、指定管理者は、速やかに本施設における建築物、設備機器、市所有の備品等を自

らの費用負担により原状に回復してください。なお、原状回復が困難又は不適当な箇所につい

ては、市の承諾を得た上で、現状で引継ぎすることができます。また、引継ぎ業務に関する費

用は、指定管理者及び指定管理者予定候補者において負担割合を決定してください。（市では

一切負担しません。） 

 

３．仕様書に定めのない事項 

指定管理者は、この仕様書に規定するもののほか、今井まちなみ交流センター等の管理運

営について、定めのない事項又は疑義が生じた場合には、市と協議のうえ決定するものとしま

す。 

 

リスク分担表 

市と指定管理者のリスク分担は、次の表のとおりとします。ただし、表に定める事項で疑義が

ある場合又は表に定めのないリスクが生じた場合は、市と指定管理者が協議の上、リスク分担

を決定するものとします。 

種 類 内        容 市 指定管理者 

物価変動 
物価変動に伴う人件費、物件費、光熱水

費等の経費の増加 
 ◎ 

資金調達 

運営上必要な初期投資、運営資金の確

保 
 ◎ 

金利変動に伴う経費  ◎ 

法令変更 
施設管理、運営に影響を及ぼす法令変更 ◎  

指定管理者に影響を及ぼす法令変更  ◎ 

税制上の変更 
施設管理、運営に影響を及ぼす税制変更 ◎  

上記以外の税制変更  ◎ 

不可抗力 

豪雨、洪水、地震、落盤、火災等で双方

の責めに帰すことのできない自然的又は

人為的な現象による事業の履行不能、変

更、一部中止、休止及び経費の増加等 

協 議 
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需要の変動 当初の需要見込みと異なる状況  ◎ 

運営リスク 

建物の基幹的な施設や機器等が損傷し、

施設管理上の瑕疵がなくその主たる原因

が当該施設等の老朽化に起因する臨時

休業に伴うリスク 

◎  

施設管理上の瑕疵又は火災等の事故に

起因する臨時休業に伴うリスク 
 ◎ 

書類の誤り 

仕様書等、市が提示した書類の誤りによ

るもの 
◎  

事業計画書、収支計画書等指定管理者

が提示した内容の誤りによるもの 
 ◎ 

利用者及び第

三者への賠償 

指定管理者の責めに帰すべき理由により

損害を与えた場合 
 ◎ 

市の責めに帰すべき理由により損害を与

えた場合 
◎  

地域住民及び

施設利用者等

の苦情対応 

施設管理、運営業務内容に対する住民及

び施設利用者からの苦情、訴訟、要望へ

の対応 

 ◎ 

上記以外の場合 ◎  

政治・行政的理

由による事業

変更 

政治・行政的理由から、施設管理、運営

業務の継続に支障が生じた場合、又は業

務内容の変更を余儀なくされた場合の経

費及びその後の維持管理経費において

当該理由により経費が増加する場合 

◎  

セキュリティ 
警備不備による情報漏えい、犯罪発生の

場合 
 ◎ 

災害時におけ

る対応 

橿原市の地域防災計画に基づき、市の要

請により、直ちに業務を停止し、避難場所

として避難者の受入れに協力する。（備蓄

物資の整備や避難訓練に協力する。） 

要 請 協 力 

引継・事業終了

時の経費 

施設管理運営の引継（指定期間前の準

備及び次期管理者への引継）及び指定期

間が満了した場合又は期間途中において

業務を停止した場合における撤収費用 

 ◎ 

 


